
審議事項① 

 

   公立大学法人青森公立大学職員就業規則等の一部を改正する規則の制定につ

いて 

 

  公立大学法人青森公立大学職員就業規則等の一部を改正する規則を次のように

定める。 

 

  令和７年５月  日 

規程第  号 

                              

   公立大学法人青森公立大学職員就業規則等の一部を改正する規則 

 

 （公立大学法人青森公立大学職員就業規則の一部改正） 

第１条 公立大学法人青森公立大学職員就業規則（平成２１年規程第３６号）の一

部を次のように改正する。 

  第４１条の表中 

 「 

(12) 中学校就学の始期に達する

までの子（配偶者の子を含む。）を

養育する職員が、その子の看護等

（負傷し、若しくは疾病にかかっ

たその子の世話、疾病の予防を図

るためその子に予防接種、健康診

断を受けさせること若しくは学校

保健安全法第２０条の規定による

学校の休業その他これに準ずる事

由に伴うその子の世話を行うこと

又はその子の入園（入学）式、卒

園（卒業）式への参加をすること

をいう。）のため勤務しないことが

相当であると認められる場合 

１年度において５日（その養育す

る中学校就学の始期に達するまで

の子が２人以上の場合にあって

は、１０日）の範囲内で、１日又

は１時間を単位とする期間（１時

間を単位として使用したものを日

に換算する場合は、８時間をもっ

て１日とする。） 

 

」を 



 「 

(12) 中学校就学の始期に達する

までの子（配偶者の子を含む。）を

養育する職員が、その子の看護等

（負傷し、若しくは疾病にかかっ

たその子の世話、疾病の予防を図

るためその子に予防接種若しくは

健康診断を受けさせること若しく

は学校保健安全法第１９条の規定

による出席停止その他これに準ず

る事由又は学校保健安全法第２０

条の規定による学校の休業その他

これに準ずる事由に伴うその子の

世話を行うこと又はその子の入園

（入学）式、卒園（卒業）式への

参加をすることをいう。）のため勤

務しないことが相当であると認め

られる場合 

１年度において５日（その養育す

る中学校就学の始期に達するまで

の子が２人以上の場合にあって

は、１０日）の範囲内で、１日又

は１時間を単位とする期間（１時

間を単位として使用したものを日

に換算する場合は、８時間をもっ

て１日とする。） 

 

」に、 

 

 「 

(16) 職員の夏季における健康の

保持及び増進 

１年度の６月から１０月までの期

間内における、休日及び代休日を

除く４日の範囲内の期間 

 

」を 

 「 

(16) 職員の夏季における健康の

保持及び増進 

１年度の６月から１０月までの期

間内における、休日及び代休日を

除く５日の範囲内の期間 

 

」に改める。 



（公立大学法人青森公立大学臨時職員就業規則の一部改正） 

第２条 公立大学法人青森公立大学臨時職員就業規則（平成２１年規程第３７号）

の一部を次のように改正する。 

別表第２中 

「 

 臨時職員の夏季における心身の

健康の保持及び増進のために与え

られる休暇 

１年度の６月から１０月までの期

間内における、週休日、休日及び

代休日を除く４日の範囲内の期

間とし、付与日数は４日に週あた

りの勤務日数を乗じ、５で除して

得た日数（１日未満の端数は、切

り捨てる。） 

 

」を 

 「 

 臨時職員の夏季における心身の

健康の保持及び増進のために与え

られる休暇 

１年度の６月から１０月までの期

間内における、週休日、休日及び

代休日を除く５日の範囲内の期

間とし、付与日数は５日に週あた

りの勤務日数を乗じ、５で除して

得た日数（１日未満の端数は、切

り捨てる。） 

 

」に、 

 「 

中学校就学の始期に達するまでの

子（配偶者の子を含む。）を養育す

る臨時職員が、その子の看護等（負

傷し、若しくは疾病にかかったそ

の子の世話、疾病の予防を図るた

めその子に予防接種、健康診断を

受けさせること若しくは学校保健

安全法第２０条の規定による学校

１年度において５日（その養育す

る中学校就学の始期に達するまで

の子が２人以上の場合にあって

は、１０日）の範囲内の期間 



の休業その他これに準ずる事由に

伴うその子の世話を行うこと又は

その子の入園（入学）式、卒園（卒

業）式への参加をすることをい

う。）のため勤務しないことが相当

であると認められる場合に与えら

れる休暇 

 

」を 

 「 

中学校就学の始期に達するまでの

子（配偶者の子を含む。）を養育す

る臨時職員が、その子の看護等（負

傷し、若しくは疾病にかかったそ

の子の世話、疾病の予防を図るた

めその子に予防接種若しくは健康

診断を受けさせること若しくは学

校保健安全法第１９条の規定によ

る出席停止その他これに準ずる事

由又は学校保健安全法第２０条の

規定による学校の休業その他これ

に準ずる事由に伴うその子の世話

を行うこと又はその子の入園（入

学）式、卒園（卒業）式への参加

をすることをいう。）のため勤務し

ないことが相当であると認められ

る場合に与えられる休暇 

１年度において５日（その養育す

る中学校就学の始期に達するまで

の子が２人以上の場合にあって

は、１０日）の範囲内の期間 

 

」に改める。 

 

   附 則 

 （施行期日） 

この規則は、令和７年６月１日から施行する。 



 

 

公立大学法人青森公立大学職員就業規則等の一部を改正する規則の制定について 

 

１ 改正理由 

（１）夏季休暇の期間（取得可能日数）については、青森県において令和６年４月１日に

「４日以内」から「５日以内」に拡充しており、設立団体である青森市においても

令和７年４月１日に「４日以内」から「５日以内」に拡充したことから、設立団体

との均衡等を考慮し、本学でも同様に夏季休暇の期間（取得可能日数）を拡充す

る。 

（２）育児・介護休業法の一部改正（令和７年４月１日から段階的に施行）に伴い、本学

において、令和７年３月に子の看護等休暇（特別休暇）の一部改正をしたところで

あるが、設立団体との均衡等を考慮し、学校保健安全法第１９条に規定する「出席

停止」を加える。 

 

２ 改正規程 

（１）公立大学法人青森公立大学職員就業規則   【第１条関係】 

（２）公立大学法人青森公立大学臨時職員就業規則 【第２条関係】 

 

３ 改正の内容 

 （１）夏季休暇の期間（取得可能日数）の拡充 

    取得可能日数を拡大（４日以内 → ５日以内） 

現在 令和７年６月１日から 

１年度の６月から１０月までの期間内におけ

る、休日及び代休日を除く４日の範囲内の期間 

１年度の６月から１０月までの期間内におけ

る、休日及び代休日を除く５日の範囲内の期間 

 （２）子の看護等休暇（特別休暇）の拡充 

    子の看護等休暇の取得可能な事由に、学校保健安全法第１９条に規定する「出席

停止」の場合を加える。 

     

４ 施行期日 

令和７年６月１日 

 

５ 今後の予定 

（１）令和７年５月２日   過半数代表者への説明及び意見聴取 

（２）令和７年５月下旬   人事委員会 

（３）令和７年５月下旬   理事会 

（４）令和７年５月下旬   労働基準監督署へ届出 
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○第１条関係 

公立大学法人青森公立大学職員就業規則（平成２１年規程第３６号）新旧対照表 

改正後 改正前 

第１条～第４０条 （略） 第１条～第４０条 （略） 

 （特別休暇）  （特別休暇） 

第４１条(1)～(11) （略） 第４１条(1)～(11) （略） 
 

(12) 中学校就学の始期

に達するまでの子（配偶

者の子を含む。）を養育

する職員が、その子の看

護等（負傷し、若しくは

疾病にかかったその子の

世話、疾病の予防を図る

ためその子に予防接種若

しくは健康診断を受けさ

せること若しくは学校保

健安全法第１９条の規定

による出席停止その他こ

れに準ずる事由又は学校

保健安全法第２０条の規

定による学校の休業その

他これに準ずる事由に伴

うその子の世話を行うこ

と又はその子の入園（入

学）式、卒園（卒業）式

への参加をすることをい

う。）のため勤務しない

ことが相当であると認め

られる場合 

 

１年度において５日（そ

の養育する中学校就学の

始期に達するまでの子が

２人以上の場合にあって

は、１０日）の範囲内

で、１日又は１時間を単

位とする期間（１時間を

単位として使用したもの

を日に換算する場合は、

８時間をもって１日とす

る。） 

(13)～(15) （略） 

 

(13)～(15) （略） 

 

(16) 職員の夏季におけ

る健康の保持及び増進 

１年度の６月から１０月

までの期間内における、

休日及び代休日を除く５

日の範囲内の期間 

 

(12) 中学校就学の始期

に達するまでの子（配偶

者の子を含む。）を養育

する職員が、その子の看

護等（負傷し、若しくは

疾病にかかったその子の

世話、疾病の予防を図る

ためその子に予防接種、

   健康診断を受けさ

せること若しくは   

           

           

         学校

保健安全法第２０条の規

定による学校の休業その

他これに準ずる事由に伴

うその子の世話を行うこ

と又はその子の入園（入

学）式、卒園（卒業）式

への参加をすることをい

う。）のため勤務しない

ことが相当であると認め

られる場合 

１年度において５日（そ

の養育する中学校就学の

始期に達するまでの子が

２人以上の場合にあって

は、１０日）の範囲内

で、１日又は１時間を単

位とする期間（１時間を

単位として使用したもの

を日に換算する場合は、

８時間をもって１日とす

る。） 

(13)～(15) （略） 

 

(13)～(15) （略） 

 

(16) 職員の夏季におけ

る健康の保持及び増進 

１年度の６月から１０月

までの期間内における、

休日及び代休日を除く４

日の範囲内の期間 

 (17)～(19) （略）  (17)～(19) （略） 

   附 則（令和７年規程第●号） 

 （施行期日） 

１ この規程は、令和７年６月１日から施行する。 
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○第２条関係 

公立大学法人青森公立大学臨時職員就業規則（平成２１年規程第３７号）新旧対照表 

改正後 改正前 

第１条～第１１条 （略） 第１条～第１１条 （略） 

附則～附則（令和６年規程第１８号） （略） 附則～附則（令和６年規程第１８号） （略） 

附則（令和７年規程第●号）  

（施行期日）  

この規則は、令和７年６月１日から施行する。  

別表第１（第８条関係） （略） 別表第１（第８条関係） （略） 

別表第２（第８条関係） 別表第２（第８条関係） 

中学校就学の始期に達す

るまでの子（配偶者の子

を含む。）を養育する臨

時職員が、その子の看護 

等（負傷し、若しくは疾

病にかかったその子の世

話、疾病の予防を図るた

めその子に予防接種若し

くは健康診断を受けさせ

ること若しくは学校保健

安全法第１９条の規定に

よる出席停止その他これ

に準ずる事由又は学校保

健安全法第２０条の規定

による学校の休業その他

これに準ずる事由に伴う

その子の世話を行うこと

又はその子の入園（入

学）式、卒園（卒業）式

への参加をすることをい

う。）のため勤務しない

ことが相当であると認め

られる場合に与えられる

休暇 

１年度において５日（そ

の養育する中学校就学の

始期に達するまでの子が

２人以上の場合にあって

は、１０日）の範囲内の

期間 

（略）  

臨時職員の夏季における

心身の健康の保持及び増

進のために与えられる休

暇 

１年度の６月から１０月

までの期間内における、

週休日、休日及び代休日

を除く５日の範囲内の期

間とし、付与日数は５日

に週あたりの勤務日数を

乗じ、５で除して得た日

数（１日未満の端数は、

切り捨てる。） 
 

中学校就学の始期に達す

るまでの子（配偶者の子

を含む。）を養育する臨

時職員が、その子の看護 

等（負傷し、若しくは疾

病にかかったその子の世

話、疾病の予防を図るた

めその子に予防接種、 

  健康診断を受けさせ

ること若しくは    

           

           

        学校保

健安全法第２０条の規定

による学校の休業その他

これに準ずる事由に伴う

その子の世話を行うこと

又はその子の入園（入

学）式、卒園（卒業）式

への参加をすることをい

う。）のため勤務しない

ことが相当であると認め

られる場合に与えられる

休暇 

１年度において５日（そ

の養育する中学校就学の

始期に達するまでの子が

２人以上の場合にあって

は、１０日）の範囲内の

期間 

（略）  

臨時職員の夏季における

心身の健康の保持及び増

進のために与えられる休

暇 

１年度の６月から１０月

までの期間内における、

週休日、休日及び代休日

を除く４日の範囲内の期

間とし、付与日数は４日

に週あたりの勤務日数を

乗じ、５で除して得た日

数（１日未満の端数は、

切り捨てる。） 
 

 

 


